
　

　固定資産 　固定負債

　有形固定資産

　流動負債

　その他の固定資産

　基本金の部

　流動資産

　学生生徒等納付金

　手数料

　寄付金

　補助金

　資産運用収入

　事業収入

　雑収入

　人件費

　教育研究経費

　管理経費

　借入金等利息

　資産処分差額

（注） １．財務比率の評価は、個々の学校法人に適用する場合に内部事情等を個別に判断しなければ一概にその良否をいえないが、

　　財務比率の高低の評価を以下のとおりとしています（私学事業団：平成２３年度今日の私学財政参照）

　　　　　　　　[　△　高い値が良い　　　　　▼低い値が良い　　　　　―　どちらともいえない　]

２．総資金＝負債＋基本金＋消費収支差額、　自己資金＝基本金＋消費収支差額、　

　　運用資産＝その他の固定資産＋流動資産、　 外部資産＝総負債－（退職給与引当金＋前受金）

　修学・研修旅行費預り資産

　前払金

　立替金

　仮払金

　長期未払金

　現金預金

　未収入金

　貯蔵品

　修学・研修旅行費預り金

　前受金

　短期未払金

　短期借入金

消費収支差額の部合計

　消費収支差額の部

―

△

△

△

▼

▼

△

△

△

▼

▼

▼

△

▼

▼

負債比率

総負債比率

流動比率

固定長期適合率

減価償却比率

基本金比率

退職給与引当預金率

前受金保有率

固定負債構成比率

流動資産構成比率

固定資産構成比率

固定比率

▼

▼

消費収支差額構成比率

自己資金構成比率

流動負債構成比率

5

▼

△

▼

―

△

△

△

―

▼

▼
翌年度繰越消費支出超過額

　教育研究用機器備品

　その他の機器備品

　減価償却引当特定資産

消費支出合計

当年度消費支出超過額

　前年度繰越消費支出超過額　

基本金取崩額

収入の部

支出の部

　[予備費]

　帰属収入合計

　基本金組入額合計

　消費収入の部合計

5

15

％

24.723.522.6

0.2

6

67.0
％％

11.011.811.2

％

0.3

％％％

減価償却資産取得価格（図書を除く）

減価償却累計額（図書を除く）

％％

65.868.0

％％

％

0.1

帰 属 収 入

基本金組入額

帰 属 収 入

減価償却額

消 費 支 出

％％

4.05.66.5
％

帰 属 収 入

補  助  金

消 費 支 出

帰 属 収 入

消 費 支 出

消 費 収 入

学生生徒等納付金

帰 属 収 入

人  件  費

教育研究経費

学生生徒等納付金

寄  付  金

帰 属 収 入

管 理 経 費

帰 属 収 入

借入金等利息

帰 属 収 入

％％

％％％

111.7105.6

0.40.50.6

113.7

％％％

101.096.795.8

32.932.728.7
％

比   率

％ ％

平成20年度 平成21年度

人件費比率

算　式

64.1帰 属 収 入 

人  件  費

11.6

平成22年度

％

66.465.8

％

％％

％％

62.1

％

11.412.3

平成23年度

％

10.3

％

29.6

％％

％

100.2

％

103.1

％

0.3

％

11

12
減価償却費

比率

基本金組入率

9

10

寄付金比率

補助金比率

教育研究
経費比率

管理経費比率

借入金等
利息比率

消費支出比率

基本金要組入額

基  本  金

退職給与引当金

前  受  金

現 金 預 金

自 己 資 金

退職給与引当特定預金（資産）

総  負  債

総  資  産

総　負　債

流 動 負 債

流 動 資 産

自己資金＋固定負債

固 定 資 産

自 己 資 金

固 定 資 産

総  資  金

消 費 収 支 差 額

総  資  金

総  資   産

自 己 資 金

総   資   金

流 動 負 債

総   資   金

固 定 資 産

固 定 負 債

11

3

4

1

2
流 動 資 産

総   資   産

6

12

9

10

7

8

4,683,828

7

8

消費収支比率

学生生徒等
納付金比率

109.7

％

62.0

％

118.4118.3113.0

％

19,741,869 20,058,626 △ 316,757

0

1,274 1,144

0 0

△ 316,756
負債の部基本金の部及び
消費収支差額の部合計

19,741,870

130

20,058,626

△ 4,683,828 △ 4,335,817 △ 348,011

4,335,817 348,011翌年度繰越消費支出超過額 4,683,828

22,094,118 229,122

第4号基本金（運転資金） 397,000 397,000 0

基本金の部合計 22,323,240

第1号基本金(施設・設備取得） 21,926,240 21,697,118 229,122

△ 197,867

59,936 64,009 △ 4,073

負債の部合計

　預り金

60,244 55,143

2,102,458 2,300,325

5,101

407,424 431,631 △ 24,207

55,540 111,090 △ 55,550

51,441 44,183 7,258

3,486 6,858 △ 3,372

634,585 706,056 △ 71,471

△ 55,540

1,047,837 1,115,321 △ 67,484

　長期借入金

　退職給与引当金

平成23年度 平成22年度科目

416,550 472,090

増減

1,467,873 1,594,269 △ 126,396

負債の部

59,937 54,945 4,992

2,625,399 2,569,959 55,440

1,045,097 1,073,831 △ 28,734

2,743 630

1,012 1,046 △ 34

3,373

　短期貸付金

490 679 △ 189

203,306 111,300 92,006

2,356,007 2,398,102 △ 42,095

　預託金 34,815 34,815 0

1,202,439 1,233,847 △ 31,408

　長期貸付金 1,382 2,078 △ 696

　退職給与引当特定資産

　有価証券 200,000 200,000 0

　敷金 14,450 14,450 0

　電話加入権 3,203 3,203 0

2,502,206 2,563,274 △ 61,068

　ソフトウェア 820 1,050 △ 230

　車輌 4,423 4,477 △ 54

49,191 14,911

　図書 1,762,400 1,747,611 14,789

64,102

483,098 △ 42,707

331,427 302,064 29,363

440,391

17,488,667 △ 372,197

0

　建物 7,844,868 8,172,299 △ 327,431

差異予算 決算

14,925,393

（単位：千円）

14,614,264

　土地 4,166,653

　構築物

4,166,653

△ 3,211

4,014,822 73,584

1

1,195

35,000 31,770 3,230

15,000

3,941,238

393,180

126

348,153

△ 8,125

△ 4,442

△ 240

61,492

3,593,085

△ 142

4,335,817

予算

413,199

1,166,257

15,000

20,019

34,139

決算

2,373,506

1,132,118

3,802,396 3,822,348

244,745

100,249 100,489

248,462

2,368,974

77,847

8,125

956,959

△ 227,290

3,575,106

△ 1,337,824

57,050

0

956,616

2,365,763

77,973

（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで） （単位：千円）

資産の部合計

差異

△ 229,263 1,973

△ 17,979

△ 3,717

△ 343

△ 19,952

△ 3,211

△ 343

科目 平成23年度

17,116,470

平成22年度 増減

△ 311,129

収入の部 予算 決算 差異

　学生生徒等納付金収入

　補助金収入 956,616

2,365,763 2,368,974

　資産運用収入 57,050 61,492

956,959

　手数料収入 77,973 77,847

△ 4,442

　事業収入 100,249 100,489 △ 240

　雑収入 244,745 247,594 △ 2,849

　前受金収入 367,850 407,424 △ 39,574

△ 614,927 △ 630,760 15,833

　その他の収入 138,580 1,441,704 △ 1,303,124

　前年度繰越支払資金 2,398,102 2,398,102

収  入  の  部  合  計 6,092,001 7,429,825 △ 1,337,824

支出の部 予算 決算 差異

　人件費支出 2,441,280 2,440,122 1,158

　教育研究経費支出 816,146 782,997 33,149

　管理経費支出 332,522 311,440 21,082

　借入金等利息支出 10,665 10,664 1

　借入金等返済支出 111,090 111,090 0

　施設関係支出 22,702 22,605 97

　設備関係支出 93,498 88,943 4,555

　資産運用支出 0 1,305,011 △ 1,305,011

　その他の支出 46,798 51,748 △ 4,950

△ 33,183 △ 50,802 17,619

　[予備費] 15,000 15,000

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書
（単位：千円）（平成24年3月31日現在）

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

資産の部

2,235,483 2,356,007 △ 120,524

　資金支出調整勘定

支  出  の  部  合  計

126

　資金収入調整勘定

（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書

6,092,001 7,429,825

　次年度繰越支払資金

13

14

％

％

％

9.4  

3.2  

4,775,533

1

2

2,374,701

10,665 10,664

0 142

439,716

4,335,817

25.0

％

0.2

％

10.9

％

6.0

％

消費収支関係財務比率消費収支関係財務比率消費収支関係財務比率消費収支関係財務比率 貸借対照表関係財務比率貸借対照表関係財務比率貸借対照表関係財務比率貸借対照表関係財務比率

％％％％

評価平成23年度平成22年度平成21年度

％ ％ ％

％ ％ ％ ％

13.312.89.0  

％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.23.53.4  

％ ％ ％

％ ％ ％ ％

△ 23.7△ 21.6△ 18.0

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

86.787.291.0  90.6  

7.47.98.3  8.7  

89.488.588.3  88.1  

97.098.5103.7  102.7  

89.690.494.1  93.5  

413.7364.0267.4  299.2  

11.511.7  11.8  10.6

11.913.013.2  13.4  

578.3555.6414.4  456.3  

100.0100.0100.0  100.0  

97.997.596.9  96.4  

35.432.335.8  33.9  

帰属収入に対する各費目の占める割合 消費支出に対する各費目の占める割合

評価 平成20年度比    率 算　式

△ 14.8

人件費依存率

3

4

【【【【語句説明語句説明語句説明語句説明】：】：】：】：資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書にのみにのみにのみにのみ表表表表れるれるれるれる主主主主なななな科目科目科目科目

[[[[資産売却収入資産売却収入資産売却収入資産売却収入]]]]
不動産、有価証券などの固定資産の売却による収入をいいます。

[[[[前受金収入前受金収入前受金収入前受金収入]]]]
翌年度分の学生生徒等納付金が当年度に納入された収入をいいます。

[[[[資金調整勘定資金調整勘定資金調整勘定資金調整勘定（（（（資金収入調整勘定資金収入調整勘定資金収入調整勘定資金収入調整勘定、、、、資金支出調整勘定資金支出調整勘定資金支出調整勘定資金支出調整勘定））））]]]]
資金収入調整勘定とは当年度の諸活動に対する収入で、前年度以前に資金の収入になったもの、および当
年度の諸活動に対する収入で、翌年度以降に資金が受け入れられるものです。
資金支出調整勘定は、当会計年度の諸活動に対応する支出で前会計年度以前において支払資金の支出
となったもの、および当会計年度の諸活動に対応する支出で翌会計年度以後において支払資金の支出となる
べきものをいいます。

【【【【語句説明語句説明語句説明語句説明】：】：】：】：貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表にににに表表表表れるれるれるれる主主主主なななな科目科目科目科目

[[[[有価証券有価証券有価証券有価証券]]]]
国債・地方債・社債・金融債・株式などがあり、会計年度末後１年をこえて保有する目的のものは「その他
の固定資産」に計上します。一時的（短期的）な保有を目的とするものは、「流動資産」に計上します。

[[[[○○○○○○○○○○○○引当特定資産引当特定資産引当特定資産引当特定資産]]]]
施設の増設や改築、機器備品その他の設備の拡充や買い替え、退職金の支払いなど、将来の特定の支
出に備えるために資金を留保した場合に設ける勘定科目です。このような資金留保は、経営方針に基づく
長期的な資金計画によって実行されます。

[[[[現金預金現金預金現金預金現金預金]]]]
現金、銀行の各種預金、郵便貯金などです。「現金預金」の額は、資金収支計算書の「次年度繰越支
払資金」と一致します。

[[[[借入金借入金借入金借入金]]]]
「長期借入金」は、返済期限が年度末後１年をこえて到来する借入金で、「固定負債」に計上します。
「短期借入金」は、返済期限が年度末後１年以内に到来する借入金で、「流動負債」に計上します。

[[[[預預預預りりりり金金金金]]]]
給料・報酬などにかかる源泉所得税、住民税など学校法人の帰属収入にならない、他に支払うための一
時的な金銭の受入額をいいます。

[[[[消費収支差額消費収支差額消費収支差額消費収支差額]]]]
当該年度以前における各年度の消費収入から消費支出を差引いた差額の累計額です。消費収支計算
書において、消費収入のほうが消費支出より多い場合その差額を「消費収入超過額」といい、逆の場合は
「消費支出超過額」といいます。

【【【【語句説明語句説明語句説明語句説明】：】：】：】：消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書にのみにのみにのみにのみ表表表表れるれるれるれる主主主主なななな科目科目科目科目

[[[[資産売却差額資産売却差額資産売却差額資産売却差額]]]]
不動産や有価証券などを売却し、その売却収入が帳簿残高を超えた場合、そ
の超過額をいいます。

[[[[帰属収入帰属収入帰属収入帰属収入]]]]
学校法人のすべての収入のうち、負債とならない収入（学生生徒等納付金、
手数料、寄附金、補助金など）をいいます。

[[[[消費収入消費収入消費収入消費収入]]]]
消費収入は、消費支出に充当できる収入のことで、帰属収入から基本金組入
額を控除して算出されるものです。

[[[[基本金組入額基本金組入額基本金組入額基本金組入額]]]]
学校法人が教育研究活動を行っていくためには、校地・校舎・機器備品・図
書・現預金などの資産を保有し、これを永続的に維持する必要があります。学
校会計では、当該年度にこれらの資産の取得に充てた金額を基本金へ組入
れる仕組みとなっています。この基本金の対象は、「学校法人会計基準」におい
て、次の4 項目に分類されています。
---------------------------------------------------------
【第1号基本金】
設立当初に取得した固定資産、並びに設立後新たな学校の設置、学部学科の増設、定員や実
員の拡大による規模の拡大及び教育の充実向上のために取得した固定資産の額。
【第2号基本金】
第1号の資産を将来取得するために充てる金銭その他の資産の額。
【第3号基本金】
基金として継続的に保持し、かつ運用する金銭その他の資産の額。
【第4号基本金】

恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定める額。

---------------------------------------------------------
[[[[資産処分差額資産処分差額資産処分差額資産処分差額]]]]
不動産や有価証券などを売却し、その売却収入が帳簿残高を下回った場
合、その差額をいいます。

[[[[消費支出消費支出消費支出消費支出]]]]
消費支出は、人件費、教育研究経費、管理経費、借入金利息などの当該
年度に発生した費用です。資金支出のほかに、退職給与引当金繰入額や減
価償却額が計上されています。

翌年度に入学する学生
生徒等から受入れた授
業料・入学金等。

長期・短期の貸付金の
回収額。特定の目的の
ために積立てた預金（退
職・減価償却）等を取り
崩した額など。

収入として計上したが、
未収となっているものや、
前受金収入として前年
度までに既に受入れてい
る収入を差引くことによ
り、資金の収入額を調
整するもの。

土地、建物、構築物等
を取得するための支出。

教育研究用の機器備
品、その他の機器備品、
図書などを取得するため
の支出。

支出として計上したもの
の、未払いとなっているも
のや、前払金支払いとし
て前年度までに支払って
いる経費を差引くことによ
り、資金の支出額を調
整すること。

帰属収入とは、学校法
人の負債にならない収
入。

消費収入とは、帰属収
入から基本金を組み入
れた後の額。

消費支出とは、学校法
人が諸活動を行うために
支出する費用で、消費
収入により賄われる。

消費収入から消費支出
を差し引いた金額が消
費収支差額（収入超過
または、支出超過で表
示）。

校舎・寮･体育館等
の建物及び建物付
属設備（空調等）の
額。

教育研究のために使
用される機械設備の
額。

決算日（3月31日）に
おける未収額。

返済期限が1年以上の
借入金。

平成２３年度末に教職
員全員が退職した場合
に支払われる退職金の
見積額。

返済期限が１年以内の
借入金。

翌年度に入学する学生
生徒等から受入れた授
業料・入学金等。

財産的な基盤を確保す
る額のこと。本学が安定
的かつ永続的に経営し
ていくために必要な額。

【【【【語句説明語句説明語句説明語句説明】：】：】：】：資金収支及資金収支及資金収支及資金収支及びびびび消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書にににに共通共通共通共通してしてしてして表表表表れるれるれるれる主主主主なななな科目科目科目科目

[[[[学生生徒等納付金学生生徒等納付金学生生徒等納付金学生生徒等納付金]]]]
在学を条件とし、又は入学の条件として、所定の額を義務的にかつ一律に納付すべきものです。
授業料、施設設備費、入学金等の学生・生徒から納入されるもので、収入のうちで最も大きな割合を占めます。

[[[[手数料手数料手数料手数料]]]]
入学試験、転入学試験のために徴収する収入です。
具体的には、入学検定料、試験料、証明書発行手数料をいいます。

[[[[補助金補助金補助金補助金]]]]
国・地方公共団体及びこれに準ずる機関から交付される補助金をいいます。

[[[[資産運用収入資産運用収入資産運用収入資産運用収入]]]]
預貯金や有価証券等の利息・配当金収入及び所有する施設の賃貸などの収入をいいます。

[[[[事業収入事業収入事業収入事業収入]]]]
食堂、売店、寄宿舎等の補助活動収入、外部から委託を受けて行う受託事業収入などをいいます。

[[[[雑収入雑収入雑収入雑収入]]]]
学校法人に帰属する上記の各収入以外の収入をいいます。これには、私学財団から退職金資金その他の交付金を受け
たときの収入も含みます。

[[[[人件費人件費人件費人件費]]]]
専任教職員、非常勤講師などに支給する本俸・期末手当・その他の手当・所定福利費、理事及び監事に支払う報酬な
どをいいます。

[[[[教育研究経費教育研究経費教育研究経費教育研究経費]]]]
教育研究のために支出する経費をいいます。

[[[[管理経費管理経費管理経費管理経費]]]]
総務・人事・経理業務や学生を募集するために支出する経費などで、教育研究以外の経費をいいます。

　平成23年度消費収支決算は3億4,815万円の消費支出超過となっています。帰属収入は、38億2,234万円と
なり、予算比で1,995万円の増加となりました。また、前年比では、3,386万円の増収となっています。補助金収
入及び退職者にかかる財団からの退職金交付金の増加等が主な要因です。特に、補助金収入は、文部科学
省補助「大学改革推進等補助金（2件）」の採択（継続分）及び私立大学等経常費補助金・福岡県私立学校経
常費補助金が寄与しており、前年比11.4％増加しました。
　一方、消費支出は、39億4,123万円となり、予算比で7,358万円減少しております。また、前年比では、2,009
万円の支出削減となっております。これらは、前年度に計上した資産処分差額の減少が主な要因です。
　人件費支出のうち、教職員人件費（役員報酬含む）は、若干減少していますが、一時的な退職金関係支出
が前年度を上回り、人件費総額は前年度を5,960万円上回りました。
　教育研究経費では、奨学費が上昇傾向にあるものの、その他項目の削減努力もあり、前年比で1,482万円
の減少となりました。
　管理経費は、前年比で240万円程度の減少に留まりました。平成23年度の本学園の管理経費比率は、
10.3％であり、全国平均（8.8％：私学事業団「今日の私学財政より」）と比較しても1.5％高く推移しているた
め、さらなる削減努力が必要でです。
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[[[[資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書]]]]
当該会計年度に行った諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容を明らかにし、支払資金（現金及び預貯金）の収入
及び支出のてん末を明らかにするものです。

[[[[消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書]]]]
当該会計年度の消費収入と消費支出の内容及び均衡の状態を明らかにし、学校法人の経営状況を表すものです。

[[[[貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表]]]]
決算日（年度末）における資産、負債、基本金および収支差額を明らかにし、学校法人の財政状態を表すものです。

　　　[企業会計と学校法人会計の違い]

　企業会計では、会計によって主として収益と費用を正しくとらえて、営業
年度の正しい損益を計算し、併せて企業の財政状態、すなわち資産、負
債及び資本の状態を知ることによって、より収益力を高め、財政的安全性
を図ることを目的としています。
　一方、学校法人は、教育研究活動により社会に有為な人材を育成する
ことを目的とし、その収入の多くは学生生徒等の納付金や国や地方公共
団体からの補助金で構成されている極めて公共性の高い公益法人であ
り、企業のように収益の獲得を目的とすることはできません。したがって、
学校法人の会計には、損益の計算という目的はなく、また、一般の企業
に比べてより一層の永続性が望まれます。
　以上のことから、学校法人会計の目的は、収支の均衡の状況と財政の
状態を正しくとらえ、法人の永続的発展に役立てようとすることにあり、そ
の目的を達成するため、計算書類（資金収支計算書、消費収支計算書、
貸借対照表）等を作成することになっています。

帰属収入計帰属収入計帰属収入計帰属収入計（（（（3333,,,,822822822822百万円百万円百万円百万円））））

資産運用
収入,
 1.6%

事業収入,
2.6% 　雑収入,

6.5%

　補助金
25.0%

　手数料,
2.0%

　寄付金,
0.2%

学生生徒
等納付金,

 62.0%

　学生生徒等納付金 　手数料

　寄付金 　補助金

　資産運用収入 　事業収入

　雑収入

消費支出計消費支出計消費支出計消費支出計（（（（3333,,,,941941941941百万円百万円百万円百万円））））

　人件費,
60.2%

教育研究
経費, 8.7%

資産処分
差額,
 0.8%

借入金等
利息, 0.3%

管理経費,
10.0%

　人件費 　教育研究経費

　管理経費 　借入金等利息

　資産処分差額
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